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別紙１

１．重要な会計方針

（１）固定資産の減価償却方法
①車輌運搬具、器具及び備品

平成19年3月31日以前に取得をしたものについては旧定額法、平成19年4月1日以降に取得した
ものについては定額法によっている。

②ソフトウエア
残存価格を零とする定額法によっている。

（２）引当金の計上基準
・賞与引当金

職員に対する賞与の支給に備えるため、支給見込額のうち当期に帰属する額を計上している。
・退職給付引当金

法人独自の退職制度における退職金については、期末要支給額（当該会計年後末に職員が自己
都合により退職したと仮定した場合に支給すべき退職金の額）を退職給付引当金に計上している。

２．法人で採用する退職給付制度

独立行政法人福祉医療機構の実施する社会福祉施設職員等退職手当共済制度及び法人独自の退職制度に
　よっている。

３．法人が作成する計算書類と拠点区分、サービス区分

当法人の作成する計算書類は、以下のとおりになっている。
（１）法人全体の計算書類（会計基準省令第1号第1様式、第2号第1様式、第3号第1様式）
（２）事業区分別内訳表(会計基準省令第1号第2様式、第2号第2様式、第3号第2様式)

当法人では事業区分が一つのみであるため作成していない。
（３）社会福祉事業における拠点区分別内訳表(会計基準省令第1号第3様式、第2号第3様式、第3号第3様式)
（４）公益事業における拠点区分別内訳表(会計基準省令第1号第3様式、第2号第3様式、第3号第3様式)

当法人では公益事業を実施していないため作成していない。
（５）収益事業における拠点区分別内訳表(会計基準省令第1号第3様式、第2号第3様式、第3号第3様式)

当法人では収益事業を実施していないため作成していない。
（６）各拠点区分におけるサービス区分の内容

ア 社協事業拠点区分（社会福祉事業）
「法人運営事業」
「寄附金管理事業」
「共同募金配分金事業」
「福祉資金貸付事業」
「改善センター管理事業」

イ 居宅介護等事業拠点区分（社会福祉事業）
「訪問入浴介護事業」
「訪問介護事業」
「居宅介護支援事業」
「地域包括支援センター事業」

ウ 地域活動支援センター事業拠点区分（社会福祉事業）
「地域活動支援センター事業」

エ 生活支援総合事業拠点区分（社会福祉事業）
「生活支援総合事業」

４．基本財産の増減の内容及び金額

　　基本財産の増減の内容及び金額は以下のとおりである。

基本財産の種類 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高
定期預金 3,000,000 0 0 3,000,000

合計 3,000,000 0 0 3,000,000

５．基本金又は固定資産の売却若しくは処分に係る国庫補助金等特別積立金の取崩し

該当事項なし

計算書類に関する注記（法人全体用）
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６．担保に供している資産

該当事項なし

７．有形固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高
　（貸借対照表上、間接法で表示している場合は記載不要。）

　　固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は以下のとおりである。

取得価額 減価償却累計額 当期末残高
車輌運搬具 7,688,357 7,571,002 117,355
器具及び備品 5,358,367 3,043,635 2,314,732

合計 13,046,724 10,614,637 2,432,087

８．債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高
　（貸借対照表上、間接法で表示している場合は記載不要。）

　　該当事項なし

９．満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益

該当事項なし

該当事項なし

１１．重要な偶発債務

該当事項なし

１２．重要な後発事象

該当事項なし

１３．合併及び事業の譲渡若しくは事業の譲受け

該当事項なし

１４．その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び
　　 純資産の状態を明らかにするために必要な事項

該当事項なし
以　　上

１０．関連当事者との取引の内容
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別紙２

１．重要な会計方針

（１）固定資産の減価償却方法
①車輌運搬具、器具及び備品

平成19年3月31日以前に取得をしたものについては旧定額法、平成19年4月1日以降に取得した
ものについては定額法によっている。

②ソフトウエア
残存価格を零とする定額法によっている。

（２）引当金の計上基準
・賞与引当金

職員に対する賞与の支給に備えるため、支給見込額のうち当期に帰属する額を計上している。
・退職給付引当金

法人独自の退職制度における退職金については、期末要支給額（当該会計年後末に職員が自己
都合により退職したと仮定した場合に支給すべき退職金の額）を退職給付引当金に計上している。

２．法人で採用する退職給付制度

独立行政法人福祉医療機構の実施する社会福祉施設職員等退職手当共済制度及び法人独自の退職制度に
　よっている。

３．拠点が作成する計算書類とサービス区分

　　当拠点区分において作成する計算書類は以下のとおりになっている。
（１） 社協事業拠点計算書類（会計基準省令第1号第4様式、第2号第4様式、第3号第4様式）

（２） 拠点区分資金収支明細書（別紙３（⑩）)
ア 法人運営事業
イ 寄附金管理事業
ウ 共同募金配分金事業
エ 福祉資金貸付事業
オ 改善センター管理事業

（３） 拠点区分事業活動明細書（別紙３（⑪）)は省略している。

４．基本財産の増減の内容及び金額

　　基本財産の増減の内容及び金額は以下のとおりである。

基本財産の種類 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高
定期預金 3,000,000 0 0 3,000,000

合計 3,000,000 0 0 3,000,000

５．基本金又は固定資産の売却若しくは処分に係る国庫補助金等特別積立金の取崩し

　　該当事項なし

６．担保に供している資産

該当事項なし

７．有形固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高
　（貸借対照表上、間接法で表示している場合は記載不要。）

　　固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は以下のとおりである。

取得価額 減価償却累計額 当期末残高
車輌運搬具 2,142,263 2,142,262 1
器具及び備品 2,610,804 1,338,928 1,271,876

合計 4,753,067 3,481,190 1,271,877

計算書類に関する注記（社協事業拠点区分用）
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８．債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高
　（貸借対照表上、間接法で表示している場合は記載不要。）

該当事項なし

９．満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益

該当事項なし

１０．重要な後発事象

該当事項なし

１１．その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び
　　 純資産の状態を明らかにするために必要な事項

該当事項なし
以　　上
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別紙２

１．重要な会計方針

（１）固定資産の減価償却方法
①車輌運搬具、器具及び備品

平成19年3月31日以前に取得をしたものについては旧定額法、平成19年4月1日以降に取得した
ものについては定額法によっている。

②ソフトウエア
残存価格を零とする定額法によっている。

（２）引当金の計上基準
・賞与引当金

職員に対する賞与の支給に備えるため、支給見込額のうち当期に帰属する額を計上している。
・退職給付引当金

法人独自の退職制度における退職金については、期末要支給額（当該会計年後末に職員が自己
都合により退職したと仮定した場合に支給すべき退職金の額）を退職給付引当金に計上している。

２．法人で採用する退職給付制度

独立行政法人福祉医療機構の実施する社会福祉施設職員等退職手当共済制度及び法人独自の退職制度に
　よっている。

３．拠点が作成する計算書類とサービス区分

　　当拠点区分において作成する計算書類は以下のとおりになっている。
（１） 居宅介護等事業拠点計算書類（会計基準省令第1号第4様式、第2号第4様式、第3号第4様式）

（２） 拠点区分事業活動明細書（別紙３（⑪））
ア 訪問入浴介護事業
イ 訪問介護事業
ウ 居宅介護支援事業
エ 地域包括支援センター事業

（３） 拠点区分資金収支明細書（別紙３（⑩））は省略している。

４．基本財産の増減の内容及び金額

　　該当事項なし

５．基本金又は固定資産の売却若しくは処分に係る国庫補助金等特別積立金の取崩し

　　該当事項なし

６．担保に供している資産

該当事項なし

７．有形固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高
　（貸借対照表上、間接法で表示している場合は記載不要。）

　　固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は以下のとおりである。

取得価額 減価償却累計額 当期末残高
車輌運搬具 5,546,094 5,428,740 117,354
器具及び備品 1,070,728 726,563 344,165

合計 6,616,822 6,155,303 461,519

計算書類に関する注記（居宅介護等事業拠点区分用）
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８．債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高
　（貸借対照表上、間接法で表示している場合は記載不要。）

該当事項なし

９．満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益

該当事項なし

１０．重要な後発事象

該当事項なし

１１．その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び
　　 純資産の状態を明らかにするために必要な事項

該当事項なし
以　　上
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別紙２

１．重要な会計方針

（１）固定資産の減価償却方法
・器具及び備品

平成19年3月31日以前に取得をしたものについては旧定額法、平成19年4月1日以降に取得した
ものについては定額法によっている。

（２）引当金の計上基準
・賞与引当金

職員に対する賞与の支給に備えるため、支給見込額のうち当期に帰属する額を計上している。
・退職給付引当金

法人独自の退職制度における退職金については、期末要支給額（当該会計年後末に職員が自己
都合により退職したと仮定した場合に支給すべき退職金の額）を退職給付引当金に計上している。

２．法人で採用する退職給付制度

独立行政法人福祉医療機構の実施する社会福祉施設職員等退職手当共済制度及び法人独自の退職制度に
　よっている。

３．拠点が作成する計算書類とサービス区分

　当拠点区分において作成する計算書類は以下のとおりになっている。
（１） 生活支援総合事業拠点計算書類（会計基準省令第1号第4様式、第2号第4様式、第3号第4様式）

（２） 拠点区分資金収支明細書（別紙３（⑩）)
当拠点区分ではサービス区分が一つのみであるため作成していない。

（３） 拠点区分事業活動明細書（別紙３（⑪））
当拠点区分ではサービス区分が一つのみであるため作成していない。

４．基本財産の増減の内容及び金額

　　該当事項なし

５．基本金又は固定資産の売却若しくは処分に係る国庫補助金等特別積立金の取崩し

　　該当事項なし

６．担保に供している資産

該当事項なし

７．有形固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高
　（貸借対照表上、間接法で表示している場合は記載不要。）

　　固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は以下のとおりである。

取得価額 減価償却累計額 当期末残高
器具及び備品 1,241,126 778,533 462,593

合計 1,241,126 778,533 462,593

８．債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高
　（貸借対照表上、間接法で表示している場合は記載不要。）

該当事項なし

９．満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益

該当事項なし

計算書類に関する注記（生活支援総合事業拠点区分用）
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１０．重要な後発事象

該当事項なし

１１．その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び
　　 純資産の状態を明らかにするために必要な事項

該当事項なし
以　　上
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別紙２

１．重要な会計方針

（１）引当金の計上基準

・賞与引当金

職員に対する賞与の支給に備えるため、支給見込額のうち当期に帰属する額を計上している。

・退職給付引当金

法人独自の退職制度における退職金については、期末要支給額（当該会計年後末に職員が自己

都合により退職したと仮定した場合に支給すべき退職金の額）を退職給付引当金に計上している。

２．法人で採用する退職給付制度

独立行政法人福祉医療機構の実施する社会福祉施設職員等退職手当共済制度及び法人独自の退職制度に
　よっている。

３．拠点が作成する計算書類とサービス区分

　　当拠点区分において作成する計算書類は以下のとおりになっている。
（１） 地域活動支援センター事業拠点計算書類（会計基準省令第1号第4様式、第2号第4様式、第3号第4様式）

（２） 拠点区分資金収支明細書（別紙３（⑩）)
当拠点区分ではサービス区分が一つのみであるため作成していない。

（３） 拠点区分事業活動明細書（別紙３（⑪））
当拠点区分ではサービス区分が一つのみであるため作成していない。

４．基本財産の増減の内容及び金額

　　該当事項なし

５．基本金又は固定資産の売却若しくは処分に係る国庫補助金等特別積立金の取崩し

　　該当事項なし

６．担保に供している資産

該当事項なし

７．有形固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高
　（貸借対照表上、間接法で表示している場合は記載不要。）

固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は以下のとおりである。
取得価額 減価償却累計額 当期末残高

器具及び備品 435,709 199,611 236,098
合計 435,709 199,611 236,098

８．債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高
　（貸借対照表上、間接法で表示している場合は記載不要。）

該当事項なし

９．満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益

該当事項なし

計算書類に関する注記（地域活動支援センター事業拠点区分用）
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１０．重要な後発事象

該当事項なし

１１．その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び
　　 純資産の状態を明らかにするために必要な事項

該当事項なし
以　　上
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別紙３(④)

社会福祉法人　新十津川町社会福祉協議会
１）事業区分間繰入金明細書

（単位：円）

繰入元 繰入先

（注）繰入金の財源には、介護保険収入、運用収入、前期末支払資金残高等の別を記入すること。

２）拠点区分間繰入金明細書
（単位：円）

繰入元 繰入先

社協事業 地域活動支援センター事業 運用収入 100,000 運転資金

地域活動支援センター事業 社協事業 障害福祉サービス等収入 235,000 運転資金

生活支援総合事業 社協事業 受託金収入 574,000 運転資金

（注）繰入金の財源には、介護保険収入、運用収入、前期末支払資金残高等の別を記入すること。

拠点区分名
繰入金の財源（注） 金額 使用目的等

事業区分間及び拠点区分間繰入金明細書

事業区分名
繰入金の財源（注） 金額 使用目的等

（自）令和 6年 ４月 １日　（至）令和 7年 ３月３１日
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別紙３（⑬）

（単位：円）

繰入元 繰入先

寄附金管理事業 法人運営事業 前期末支払資金残高 2,285,013 運転資金

共同募金配分金事業 法人運営事業 経常経費補助金収入 2,270,569 運転資金

改善センター管理事業 法人運営事業 受託金収入 1,910,174 運転資金

（注）拠点区分資金収支明細書（別紙３（⑩））を作成した拠点においては、本明細書を作成のこと。
繰入金の財源には、措置費収入、保育所運営費収入、前期末支払資金残高等の別を記入すること。

サービス区分間繰入金明細書
（自）令和 ６年 ４月 １日　（至）令和 ７年 ３月３１日

社会福祉法人　新十津川町社会福祉協議会
拠点区分 社協事業

サービス区分名
繰入金の財源（注） 金額 使用目的等
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別紙３（⑬）

（単位：円）

繰入元 繰入先

訪問入浴事業 訪問介護事業 前期末支払資金残高 1,151,657

（注）拠点区分資金収支明細書（会計基準別紙３）を作成した拠点においては、本明細書を作成のこと。
　　　繰入金の財源には、措置費収入、保育所運営費収入、前期末支払資金残高等の別を記入すること。

サービス区分間繰入金明細書
（自）令和 ６年 ４月 １日　（至）令和 ７年 ３月３１日

社会福祉法人　新十津川町社会福祉協議会
拠点区分 居宅介護等事業

サービス区分名
繰入金の財源（注） 金額 使用目的等
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場所・物量等 取得年度 使用目的等 取得価額 減価償却累計額 貸借対照表価額

現金預金 ピンネ農協本所、北門信金新十津川、郵便局 38,873,433
  預金 40,783,607

小計(現金預金) 40,783,607
事業未収金 2・3月分介護報酬等 4,950,319
未収金 1月厚生年金保険料戻入分 11,222
未収補助金 給食ｻｰﾋﾞｽ、認知症ｶﾌｪ運営事業補助金 1,746,300
未収収益 生活支援ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰ業務委託料2月分他 1,568,310
立替金 R6年度分自動販売機設置使用料、電気代 50,645
1年以内回収予定長期貸付金 特非）新十津川ぴあﾈｯﾄﾜｰｸ 428,400

流動資産合計 49,538,803

(１) 基本財産

  定期預金 第1号基本金 3,000,000
基本財産合計 3,000,000

(２) その他の固定資産

  車輌運搬具 社協車　ステップワゴン 平成26年度 社会福祉事業使用 2,142,263 2,142,262 1
リフト付きヘルパー車 平成14年度 訪問介護事業使用 2,090,220 2,090,219 1
ヘルパー車（ﾎﾝﾀﾞ ﾗｲﾌ） 平成23年度 訪問介護事業使用 1,023,842 1,023,841 1
ヘルパー車（ﾎﾝﾀﾞ ﾗｲﾌ） 平成23年度 訪問介護事業使用 1,023,842 1,023,841 1
N-VAN（ホンダ） 令和3年度 訪問介護事業使用 1,408,190 1,290,839 117,351

小計(車輌運搬具) 117,355
  器具及び備品 行事用テント 平成6年度 諸行事使用 153,000 152,999 1

行事用テント 平成7年度 諸行事使用 153,000 152,999 1
行事用テント 平成8年度 諸行事使用 155,000 154,999 1
行事用テント 平成9年度 諸行事使用 155,000 154,999 1
デルＰＣ　（H29） 平成29年度 会務使用 140,508 140,507 1
デルＰＣ（R04） 令和4年度 会務使用 132,220 77,128 55,092
デルノートPC 令和5年度 会務使用 144,236 72,118 72,118
サーバー機 令和5年度 会務使用 1,139,600 341,880 797,720
デル2024 令和6年度 会務使用 146,080 30,433 115,647
デル2024 令和6年度 会務使用 146,080 30,433 115,647
デル2024 令和6年度 会務使用 146,080 30,433 115,647
洗濯乾燥機 令和2年度 介護事業使用 213,400 157,397 56,003
デルＰＣ　（H29） 平成29年度 会務使用 140,508 140,507 1
デルＰＣ　（H29） 平成29年度 会務使用 140,508 140,507 1
デルPC（R5） 令和5年度 包括支援センター使用 144,078 72,038 72,040
デルPC（R5） 令和5年度 包括支援センター使用 144,078 72,038 72,040
デルPC（R5） 令和5年度 包括支援センター使用 144,078 72,038 72,040
デルPC（R5） 令和5年度 包括支援センター使用 144,078 72,038 72,040
レーザーカッター 令和3年度 あざれあ工房使用 296,009 148,004 148,005
JUKIミシン 令和4年度 あざれあ工房使用 139,700 51,607 88,093
TV 平成30年度 サロンTV 124,200 124,199 1
エアコン 平成30年度 サロンエアコン 143,000 142,999 1
デルＰＣ　（R01） 平成31年度 会務使用 131,108 131,107 1
デルＰＣ　（R01） 平成31年度 会務使用 131,107 131,106 1
デルＰＣ　（R02） 令和2年度 会務使用 127,391 127,390 1
デル2024 令和6年度 会務使用 146,080 30,433 115,647
デル2024 令和6年度 会務使用 146,080 30,433 115,647
デル2024 令和6年度 会務使用 146,080 30,433 115,647
デル2024 令和6年度 会務使用 146,080 30,433 115,647

小計(器具及び備品) 2,314,732
 ソフトウェア 財務会計ソフト 平成14年度 財務会計システム使用権 510,114 510,114

財務会計ソフト 平成30年度 財務会計システム使用権 449,280 449,280
財務会計ソフト 令和5年度 財務会計システム使用権 319,000 95,700 223,300
訪問入浴請求システム 平成19年度 居宅介護支援事業使用 134,400 134,400
Care Palette Home 令和2年度 居宅介護支援事業使用 245,220 204,350 40,870
訪問介護請求システム追加 平成19年度 居宅介護支援事業使用 1,176,000 1,176,000
介護保険ソフトバージョンアップ（H24） 平成24年度 居宅介護支援事業使用 157,500 157,500
介護保険ソフトシステム使用権 平成25年度 介護保険ソフト使用権 1,711,500 1,711,500
介護保険ソフトシステム使用権 平成30年度 介護保険ソフト使用権更新 1,691,712 1,691,712
介護保険ソフトシステム使用権 令和5年度 介護保険ソフト使用権更新 1,841,400 552,420 1,288,980
Care Palette Home 令和2年度 居宅介護支援事業使用 734,000 611,666 122,334
介護保険ソフト 平成16年度 居宅介護支援事業使用 924,000 924,000
介護保険ソフト 平成17年度 居宅介護支援事業使用 787,500 787,500
介護予防ソフト 平成18年度 居宅介護支援事業使用 105,000 105,000
ケアマネジメント追加 平成19年度 居宅介護支援事業使用 210,000 210,000
介護保険ソフトバージョンアップ 平成21年度 居宅介護支援事業使用 367,500 367,500

小計(ソフトウェア) 1,675,484
  長期貸付金 特非）新十津川ぴあﾈｯﾄﾜｰｸ他 地域福祉活動施設等開設資金、福祉資金 3,056,800
  退職給付引当資産 ピンネ農業協同組合本所 退職給付引当金に対応 6,535,000
  福祉資金基金積立資産 ピンネ農業協同組合本所 自主財源造成を目的とする 4,700,000
  財政調整積立資産 ピンネ農業協同組合本所 事業運営費不足を補填する目的 20,719,643
  固定資産購入積立資産 ピンネ農業協同組合本所、郵便局 資産購入及び更新する目的 9,799,311
  職員退職積立資産 ピンネ農業協同組合本所、郵便局、北門信金 将来の職員退職金支払い目的 3,535,400
  福祉資金貸付積立資産 ピンネ農業協同組合本所 福祉資金貸付事業原資 1,457,474
  その他の積立資産 ピンネ農業協同組合本所 あざれあ工房運営費不足を補填する目的 100,000
  長期前払費用 N-VANリサイクル法関連費用 7,510

その他の固定資産合計 54,018,709
固定資産合計 57,018,709

資産合計 106,557,512

事業未払金 業者支払等 1,874,391
その他の未払金 新十津川町 消費税額返還R5年度分 2,439,513
未払費用 3月分役員報酬、非常勤職員給与他 2,874,021
職員預り金 源泉所得税、雇用保険他 1,023,468
  所得税 659,130
  雇用保険料 364,338

小計(職員預り金) 1,023,468
賞与引当金 R7年度職員支給予定 3,863,881

流動負債合計 12,075,274

退職給付引当金 ピンネ農業協同組合本所 職員退職金 6,535,000
固定負債合計 6,535,000

負債合計 18,610,274
差引純資産 87,947,238

２ 固定負債

貸借対照表科目

Ⅰ 資産の部

１ 流動資産

２ 固定資産

Ⅱ 負債の部

１ 流動負債

財産目録
別紙４

（ 令和 7年 3月31日現在 ）
（単位：円）
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